
東海発電所の廃止措置で発生する
放射能レベルの極めて低い
L3廃棄物の埋設について
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東海発電所の廃止措置で発生する廃棄物を
適切に埋設・管理するため、
L3廃棄物の埋設施設の設置を計画しています。
当社は、日本の商業用原子力発電所として初めて『廃止措置』に取り組んでおりますが、
廃止措置を計画的に進め、廃棄物を適切に埋設・管理するため、
低レベル放射性廃棄物のうち放射能レベルの極めて低い廃棄物（L3廃棄物）の
埋設施設の設置を計画しています。

解体・撤去にともない廃棄物が発生します。

東海発電所では放射能レベルの極めて低い廃棄物（L3廃棄物）を社有地内に
埋設・管理することとしています。

●東海発電所の
　廃止措置対象施設の
　推定汚染分布

●東海発電所の廃止措置で発生する廃棄物

解体・撤去する場所により発生す
る低レベル放射性廃棄物の種類
が異なります。

L3廃棄物については、廃止措置段階では短期間に大量に発生すること、また放射能濃度が極めて低く、管理期間が埋設の
終了後、50年程度以内であることから、個々の発電所の立地条件などに応じて埋設場所を判断することとしています。東
海発電所では評価の結果、十分に安全性を確保できるため、L3廃棄物は発電所の社有地内で埋設・管理していく計画とし
ています。

＊：廃止措置計画認可申請書における撤去物などの推定発生量。
　 今回埋設するL3廃棄物の量は、解体で発生する約12,300トンの他、新たに設置する解体工事用の
　 機器などを含めた総重量約16,000トンとなります。

総量
約20万トン

放射性廃棄物でない
廃棄物
約128,700トン

■ L1廃棄物
■ L2廃棄物
■ L3廃棄物

原子炉建屋

放射能レベルの
比較的高い廃棄物

制御棒、黒鉛ブロック
約1,600トン

L1廃棄物

放射能レベルの
比較的低い廃棄物

原子炉圧力容器など
約13,000トン

L2廃棄物

放射能レベルの
極めて低い廃棄物

熱交換器など
約12,300トン＊

L3廃棄物

放射性廃棄物として
扱う必要のない
クリアランス対象物
（法令に基づき、資源として
リサイクル可能なもの）
金属など　約41,100トン



L3廃棄物埋設施設の概要
L3廃棄物は、放射能レベルが極めて低く、廃棄物の埋設終了以降の管理期間が短いことから、
当社の社有地内にトレンチ埋設と呼ばれる廃棄物埋設施設＊を設置し、廃棄物を埋設します。
埋設施設の設置後は、環境への影響を監視しながら、周辺環境や住民の皆さまの安全性を
十分確保してまいります。
なお、この管理については廃棄物中に含まれる放射性物質の減衰などを考慮して、
50年程度以内を目安に行うこととしています。
＊最大約16,000トンを埋設可能な容量（最大埋設能力２４，０００m3）

社有地内に、埋設場所を確保しました。

●埋設予定地

法令により地表近くの地中に直接埋設（トレンチ埋設）することが認められ
ているL3廃棄物の埋設場所を、当社の社有地内とする予定です。

●施設の完成イメージ

地表面を掘削し、仕切板で区画します。掘削は
地表から約4mとし、廃棄物を埋設した後に、そ
の上を土で覆います（最終覆土）。また施設は地
下水面より上部に設置するため、直接地下水に
触れない構造となっており、最終覆土により雨
水などの浸入を抑える設計としています。

おお

何の法律に基づいて
埋設を行うのですか？

L3廃棄物の埋設は、「核原料物質、核燃料物
質及び原子炉の規制に関する法律」（原子炉
等規制法）に基づき行います。
法律では、L3廃棄物を地表近く
の地中に埋設することで、周辺
環境への影響が生じることな
く、安全に埋設でき
る方法として定めら
れています。

管理は
どうするのですか？

地下水の放射能濃度や水位を監視するた
めに、監視測定設備を設置します。また地
下水を定期的に採取し、放射能濃度を測
定することで安全性の確認を行います。
また、モニタリングポイントにより引き続
き周辺環境の監視も行います。

L3廃棄物埋設予定地

東海発電所
（廃止措置中）
東海発電所
（廃止措置中）

東海第二
発電所
東海第二
発電所

（イメージ図） ●：モニタリングポイント

東側埋設トレンチ 西側埋設トレンチ

地下水位などの監視測定設備

（イメージ図）
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●動力試験炉（JPDR）のL3廃棄物の埋設試験施設の状況

1996年3月に解体が完了した日本原子力研究開発機構（旧日本原子力研究所）の動力試験炉（JPDR）の
解体実地試験において、L3廃棄物の埋設が実際に行われています。
施設周辺の放射能濃度は、埋設前後において変化はありませんでした。

●L3廃棄物の種類

L3廃棄物は、機器などの解体撤去
で発生するコンクリート・金属です。
それらの廃棄物は、運搬中や埋設作
業における放射性粉じんの飛散を
防止するため、それぞれ重量や形状
に適した収納・こん包を行います。

埋設する
総重量 約６,１００トン 約５００トン 約９,４００トン

収納状態
（イメージ）

廃棄物の種類

埋設形態

寸法

収納容器
（イメージ）

金属

鉄箱収納

1.4m×1.4m×0.9m

コンクリートガラ

鉄箱収納

コンクリートブロック

プラスチック
シートこん包

1.4m×1.4m×0.9m 0.9m×0.9m×0.7m

L3廃棄物は、既に埋設処理した実績があります。

資料提供：国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

埋設のために掘った穴に
廃棄物を並べる

①廃棄物定置前

②廃棄物定置 ③中間覆土 ④転圧

⑤埋設終了後

覆土した後、転圧
（機械で土を固める）

同じ作業を
繰り返し行います
その後、覆土して
埋設終了

廃棄物の上に覆土する



L3廃棄物の埋設施設の安全評価
東海発電所のL3廃棄物の社有地内での埋設の安全性を確認するため、埋設予定地および
周辺の地質や地下水の流動状況などについて、2004年度より約4年間ボーリング調査等を行い、
周辺環境に影響が生じるおそれはなく、安定して埋設ができることを確認しています。
また、埋設後の放射線量も法令に基づく安全基準値を十分に下回ることを確認しています。

ボーリング調査の状況

指定廃棄物とL3廃棄物の違いを教えてください。

・セシウム134および137
  8千ベクレル／kg超

・これ以下は一般の廃棄物と
  同様の処理
・国の調査・評価結果に基づき
  セシウムのみを基準

指定廃棄物 L3廃棄物

・これらを上回るものは
  Ｌ2廃棄物となり、別扱い

指定廃棄物とL3廃棄物では、内容物や放射能濃度の法令上限値＊などに違いがありますが、人体への
影響は、指定廃棄物、L3廃棄物いずれの場合でも0.01ミリシーベルト／年以下となります。
これは自然放射線から受ける値（2.1ミリシーベルト／年）と比較しても極めて小さい値です。

Q

A

発生 福島第一原子力発電所の事故 原子力発電所の廃止措置工事など

金属、コンクリート樹木、稲わらなどの焼却灰や汚泥

（法令基準） （法令上限値） （東海発電所の確認値）

状態・内容物

主要な
放射性物質と
放射能濃度

・セシウム137
  10万ベクレル／kg以下

・コバルト60
  1,000万ベクレル／kg以下

・ストロンチウム90
  1万ベクレル／kg以下

7千ベクレル／kg以下

800万ベクレル／kg以下

1万ベクレル／kg以下

＊法令の上限値は、それぞれの放射性物質の半減期（放射線を出す能力が半分になる時間）や人体への影響の度合
いを考慮して定められています。

地質や地下水の流動状況等の調査を行いました。

●調査ポイントの位置

埋設予定地を中心に、41か所の調査ポイントを設けて、
地質および地下水の流動状況や水位を詳細に把握する
調査を実施しました。その結果、予定地付近の地質・地
盤は安定し、断層もなく、地下水は
陸側から海側へ流れ、L3廃棄物と
接することの無い深さであること
も確認しており、埋設地として適
合していることを確認しました。

東海発電所

国道
245号

海まで約400m

●：調査ポイント　■：埋設予定地



L3廃棄物埋設施設から受ける放射線量の安全評価を行っています。

●L3廃棄物埋設施設から受ける放射線量の安全基準

L3廃棄物埋設施設から受ける放射線量の安全基準は国により定められており、基準を満たしていることを確認しました。

●L3廃棄物から受ける放射線量と日常活動で受ける放射線量の比較

実際に試算される居住者※１の線量の評価値（0.00006ミリシーベルト／年）は、年間に自然放射線から受ける値（日本平均約
2.1ミリシーベルト）と比較して、極めて小さい値です。仮に放射性物質を含んだ地下水が海水へ流れたとし、周辺の海洋生物
が放射性物質を摂取し続けたとしても、魚などの放射能濃度は最大0.008ベクレル／kg※２であり、測定が困難なほど小さい値
です。
これは厚生労働省による食品中の放射性物質の基準値（100ベクレル／kg）と比較しても、十分に小さい値であり、年間の被
ばく線量も自然放射線から受ける値と比較しても極めて小さい値です。

※１　L3廃棄物埋設施設から地下水を介して移動した場合で、放射性物質が含まれる土壌の上で生活する人を想定
※２　食品中の放射性物質の基準値と比較するためにセシウム137の放射能量に換算した放射能濃度

〈2024.8  改訂〉

地域共生部 〒319-1117 茨城県那珂郡東海村東海3-4-1 TEL：029-287-1250
茨城事務所 〒310-0852 茨城県水戸市笠原町978-25 TEL：029-301-1511
ホームページ https://www.japc.co.jp/
お問い合わせ 土日祝日を除く　９時～17時

日本原子力発電株式会社 東海事業本部 地域共生部

国が定める基準値
0.01ミリシーベルト／年を下回る

（10マイクロシーベルト／年を下回る）

以下の線量を組み合わせた居住者※１の線量
〇海産物の摂取に伴う内部被ばく
〇掘削土壌上での居住に伴う外部被ばく及び内部被ばく
〇居住者の家庭菜園により生産する農産物の摂取に伴う内部被ばく

放射線を受けた量（ミリシーベルト）

国連科学委員会（UNSCEAR）2008年報告書、（公財）原子力安全研究協会「生活環境放射線第3版（2020年）」、
ICRP「Publication103」ほかを参考に作成

宇宙から 0.31

大地から 0.33

食物から 0.99

ラドンなどの吸入
0.47

全身被ばく　100

これより低い線量では臨床症状が確認されていません。

2.4～12.9　CT検査（1回）

3.0　胃のエックス線検診（1回）

1.0　一般公衆に対する制限（医療は除く）（年間）

0.06　胸のエックス線集団検診（1回）
0.1

1

10

100

0.01　国が定める基準値

0.000019　海産物を摂取した場合の評価値
0.000019

0.01

航空機利用　0.08

L3廃棄物

1人当たりの自然放射線（年間）
（日本平均）                    2.1

0.01　歯科のエックス線撮影（1回）
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